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令和４年度事業計画書 (令和4年4月1日～令和5年3月31日) 
 

【公益目的事業】 

（1）普及・啓発事業 
 

イ）骨粗鬆症に関する啓発資材・資料の作成と配布 

  既存資材； 

 ・紙資材は自治体・個人賛助会員へ提供無料、医療機関からは実費負担をお願いする 

 ・既存資材をスライドショーなどに再編成し、動画化してYou Tube投稿 

新規資材； 

 ・ポスター「検診を受けましょう／FRAX（仮）」 ※日本宝くじ協会助成金申請中 

 ・リーフレット「予防のために検診を受けましょう」（自治体検診担当者使用） 

 

ロ）広報①：ホームページ、You Tube、SNSによる情報発信 

ホームページ； 

・コンテンツの精査と充実（特に「Q＆A」ページの見直し） 

・「病医院紹介ページ」の充実、骨を守る会の紹介 

You Tube、SNS；  

・世界骨粗鬆症デーに関する発信（世界骨粗鬆症デーイベントを実施している団体を紹介等） 

・投稿用動画作成（料理コンテンツ等） 

 

広報②：マスコミ（新聞・雑誌・テレビ・プレス発信媒体）等の利用 

 ・ニュースリリース配信サービス（PRタイムズ等） 

 ・ライフサイエンス社発行『OPJリエゾン』の編集協力 

 

ハ）検診に関する取り組み 

 ・自治体の健康指導・骨粗鬆症検診向けコンテンツ作成 →前述イ） 

 ・練馬区の検診事業協力 

 ・FRAX、DXA、QUSの位置づけと推進 

 

ニ）世界骨粗鬆症デー（WOD）キャンペーン 

①財団主催イベント（共催含む） 

*金沢市、松本市、呉市 

*2022～スタート 大阪市、山武市、延岡市  その他 浜松市、練馬区 

（チラシ配布、ライトアップ、キャンペーンバナーの掲示、広告、測定体験、講演会等） 

各地域の「骨を守る会」におけるWODイベントバックアップ 

②広報 

*WODポスター2022 作成・配布 

*駅や交通機関などのデジタルサイネージ（電子ディスプレイ）掲示 

*SNSによる発信（共通のハッシュタグによるキャンペーン） 

③他健康施策団体・自治体・医療機関へのWOD啓発（Take Action for WOD） 

各施設・エリアのイベントを骨粗鬆症認定医・骨粗鬆症マネージャー・健康施策担当者らが

中心となって自主的に開催する流れを広げていく目的 



公益財団法人骨粗鬆症財団 

 

- 2 - 

 

*WOD紹介スライド、イベント等で使用可能な素材データ提供 

*実施団体をYouTube等で紹介 

*第24回日本骨粗鬆症学会におけるシンポジウム開催 

（テーマ「わが国におけるWOD活動～今後の展望～」） 

 

ホ）骨量測定拡大キャンペーン 

 ・QUSによる骨量測定体験会 

   小～中規模会場での骨量測定体験会や健康度チェックなどの実施 

 ・他の団体、企業、学校等が実施する骨量測定体験会を支援 

     「企業による社員健康診断」「訪問介護ステーション」を会場にした測定会等 

  文京区「ハッピーベジタブル・フェスタ」参加 

 

ヘ）「骨を守る会」の支援・連携の拡大 

・各地域の「骨を守る会」によって実施されている市民啓発活動の支援 

 札幌、東京における「女性の日（女性の健康週間）」イベント（3月）立案    

・各地域の「骨を守る会」に対し活動資金を助成 

 

ト）セミナー・講習会の開催 

・骨量測定法講習会 「精度よくDXAで骨量を測るためのe-ラーニング」（You Tubeにて公開中） 

 

（2）研究助成事業 
 

イ）「令和５年度 財団研究助成」の実施 

アムジェン株式会社協賛による臨床研究に対する研究助成 

・募集期間 令和4年7月1日～8月31日 

・選考委員会 令和4年10月予定 

・研究期間 令和5年1月～12月 

・助成件数 10題（100万円／題） 

 

令和4年度募集分より： 

・テーマの原則は「骨粗鬆症に関する臨床研究（但しロモソズマブ、デノスマブに関する研究は除く）」 

・募集要項の変更を行う 

若手の医療従事者及び研究者を対象とする、複数年にわたる研究も可能とする、大腿骨近位部骨折

全国調査やデータベース（特にNDB）調査による観察研究を指定課題として設定する など 

・研究後報告会の機会を新設 

Japan Bone Academy（例年、11月-12月ごろ開催）にて、「骨粗鬆症財団研究助成」成果報告のセッ

ションを設ける等 
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（3）調査・研究事業 
 

イ）論文投稿：平成29年度事業からの継続 

 A-TOP研究（JOINT研究（02、03）での被験者データ）を用いた高齢者の病態の多様性 

 

ロ）年度別骨粗鬆症検診率(全国・各都道府県)の公表 

厚労省公表の全国骨粗鬆症健診実施データを活用し、自治体単位での骨粗鬆症健診の実施率

を調査、同じ手法で毎年同様の実施率を公表する 
 

ハ）大腿骨近位部骨折数全国調査 

 継続の検討（手法、担当者、時期、その他） 
 
 

（4）情報収集＆国際交流 
 
イ）ＩＯＦとの情報交換と連携 

Virtual WCO-IOF-ESCEO 2022 

IOF Regional 9th Asia-Pacific Conference 

IOFによるWODイベント（IOFのSNSアカウントによる各国のイベント紹介に投稿） 
 

ロ）行政情報収集＆ロビー活動 

厚生労働省健康局 がん対策・健康増進課 WOD等イベントの後援申請 

健康日本21推進全国連絡協議会など関係団体との情報交換 
 
 

（5）その他 
 
【収益事業等】 
 
イ）著作権関連事業 
「骨粗鬆症の予防と治療ガイドライン」をはじめ、財団資材・ホームページなど、骨粗鬆症財団が有す

る著作物を営利目的で使用する場合の譲渡又は提供 

 

【その他】 

イ）賛助会員増強や寄附金募集の推進 

賛助会員の新規加入や寄附金の獲得に引き続き努める 
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令和４年度収支予算書 
（令和4年4月1日～令和5年3月31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円）

収益事業等

普及啓発
国際交流

研究助成 調査研究 共通 小計 著作権関連

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

（１）経常収益
１．基本財産運用益

基本財産運用利息 7,140,000 7,140,000 7,140,000
２．受取会費    

賛助会費 4,500,000 4,500,000 4,500,000 9,000,000

３．事業収益
企画収益 2,000,000 11,000,000 13,000,000 13,000,000

DXA講習会収益 30,000 30,000 30,000
バナー広告収益 2,100,000 2,100,000 2,100,000
資料提供・転載収益 500,000 500,000 2,500,000 3,000,000

４．受取寄付金
受取寄付金 7,000,000 7,000,000 7,000,000

５．雑収益受取助成金
受取助成金 1,600,000 1,600,000 1,600,000

６．雑収益

受取利息 1,000 1,000 1,000
経常収益計 13,231,000 11,000,000 0 11,640,000 35,871,000 2,500,000 4,500,000 42,871,000

（２）経常費用
１．事業費 36,333,000

人件費 1,620,000 1,300,000 170,000 3,090,000 3,090,000

雑役務費 1,350,000 100,000 1,450,000 1,450,000
法定福利費 290,000 240,000 30,000 560,000 560,000

会議費 100,000 30,000 130,000 130,000
旅費交通費 150,000 20,000 170,000 170,000

通信運搬費 2,200,000 50,000 10,000 2,260,000 10,000 2,270,000
消耗品費 270,000 30,000 10,000 310,000 10,000 320,000
印刷製本費 6,370,000 600,000 100,000 7,070,000 7,070,000

会場費 180,000 30,000 210,000 210,000
諸謝金 90,000 230,000 320,000 320,000

租税公課 0 300,000 300,000
水道光熱費 200,000 130,000 25,000 45,000 400,000 20,000 420,000
賃借料 3,100,000 1,900,000 300,000 610,000 5,910,000 310,000 6,220,000

助成金 1,300,000 10,000,000 11,300,000 11,300,000
委託費 80,000 100,000 180,000 180,000

広告費 950,000 950,000 950,000
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ制作費 950,000 950,000 950,000
減価償却費 113,000 113,000 113,000

諸会費 80,000 80,000 80,000
雑費 100,000 50,000 50,000 20,000 220,000 10,000 230,000

２．管理費 6,538,000
人件費 1,650,000 1,650,000
支払報酬 550,000 550,000

法定福利費 300,000 300,000
福利厚生費 50,000 50,000

会議費 350,000 350,000
旅費交通費 800,000 800,000

通信運搬費 100,000 100,000
消耗品費 50,000 50,000
印刷製本費 50,000 50,000

水道光熱費 110,000 110,000
賃借料 1,800,000 1,800,000

諸謝金 300,000 300,000
租税公課 88,000 88,000
支払寄附金 50,000 50,000

減価償却費 70,000 70,000
修繕費 50,000 50,000

支払手数料 70,000 70,000
雑費 100,000 100,000

経常費用計 19,493,000 14,610,000 675,000 895,000 35,673,000 660,000 6,538,000 42,871,000

当期経常増減額 △ 6,262,000 △ 3,610,000 △ 675,000 10,745,000 198,000 1,840,000 △ 2,038,000 0
他会計振替額 860,617 860,617 △ 860,617 0

当期一般正味財産増減額 △ 6,262,000 △ 3,610,000 △ 675,000 11,605,617 1,058,617 979,383 △ 2,038,000 0
一般正味財産期首残高 19,237,374
一般正味財産期末残高 19,237,374

Ⅱ指定正味財産期首残高 431,777,247
当期指定正味財産増減額 0

指定正味財産期末残高 431,777,247
Ⅲ正味財産期末残高 451,014,621

科目
公益目的事業

法人会計 合計



 

 

 

 

 

資金調達及び設備投資の見込み(令和4年4月1日～令和5年3月31日) 

 

１ 資金調達の見込みについて 

当期中に資金調達の予定はありません。 
 
 

２ 設備投資の見込みについて 

当期中に重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定はありません。 
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